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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第100期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第101期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第100期

会計期間
自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日

売上高 (百万円) 23,852 32,362 152,146

経常利益 (百万円) 117 35 642

四半期(当期)純利益 (百万円) 65 7 289

純資産額 (百万円) 16,195 15,881 16,334

総資産額 (百万円) 36,663 32,252 34,251

１株当たり純資産額 (円) 600.53 588.99 605.83

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 2.42 0.28 10.78

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.0 49.1 47.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,590 441 △2,030

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 339 △38 798

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △414 △417 △284

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,641 4,770 4,788

従業員数 (名) 301 298 286

(注) １　従業員数は就業人員数を表示しております。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 298

(注)  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 273

(注)  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。
　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における成約実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 成約高(百万円)
前年同四半期比

(％)
契約残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

電力関連部門 22,787 ― 165,284 ―

化学機械関連部門 2,289 ― 3,314 ―

電子精機関連部門 2,468 ― 3,153 ―

環境・船舶関連部門 1,361 ― 20,431 ―

その他 545 ― 804 ―

合計 29,453 ― 192,989 ―

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

電力関連部門 25,394 ―

化学機械関連部門 2,806 ―

電子精機関連部門 2,040 ―

環境・船舶関連部門 1,728 ―

その他 392 ―

合計 32,362 ―

(注)　１  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

東京電力㈱ 6,526 27.3 13,248 40.9

東北電力㈱ 3,845 16.1 3,617 11.2

中部電力㈱ 2,454 10.2 3,254 10.1

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国、インド、アセアンなど新興国向けの輸出が引

き続き回復の動きを見せており企業収益は改善されつつあります。

　然しながら、設備投資の回復は緩やかなものに留まっており、またその回復も限定的であるため、依然と

して厳しい状況が続いております。

　また、雇用・所得環境につきましては一部企業の収益の回復から改善の動きが見られ始めているもの

の、政府主導の各種対策の終了も見込まれることから先行きは依然不透明であります。

　こうした情勢のもと、当社グループの当第１四半期連結会計期間の成約高は、前年同四半期に比べ141億

35百万円増加の294億53百万円となりました。

　また、当第１四半期連結会計期間の売上高は、323億62百万円と前年同四半期を85億9百万円(前年同四半

期比35.7%)上回ることとなりました。

　売上総利益は9億92百万円(前年同四半期比1億84百万円減、15.7%減)、営業損失51百万円(前年同四半期

比72百万円減、-%減)、経常利益35百万円(前年同四半期比82百万円減、69.8%減)、四半期純利益7百万円(前

年同四半期比57百万円減、88.3%減)となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(電力関連部門)

売上高は253億94百万円と前年同四半期に比べ95億4百万円の増加となっております。また、成約高は

227億87百万円(前年同四半期比124億59百万円増)、成約残高は1,652億84百万円(前年同四半期比861億

3百万円増)となり、営業利益は70百万円であります。

　

(化学機械関連部門)

売上高は28億6百万円と前年同四半期に比べ1億23百万円の減少となっております。また、成約高は22

億89百万円(前年同四半期比7億50百万円増)、成約残高は33億14百万円(前年同四半期比41億61百万円

減)となり、営業損失は57百万円であります。

　

(電子精機関連部門)

売上高は20億40百万円と前年同四半期に比べ3億9百万円の減少となっております。また、成約高は24

億68百万円(前年同四半期比9億71百万円増)、成約残高は31億53百万円(前年同四半期比17億13百万円

減)となり、営業利益は18百万円であります。
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(環境・船舶関連部門)

売上高は17億28百万円と前年同四半期に比べ4億37百万円の減少となっております。また、成約高は

13億61百万円(前年同四半期比3億16百万円減)、成約残高は204億31百万円(前年同四半期比86億18百万

円減)となり、営業損失は56百万円であります。

　

(その他)

売上高は3億92百万円と前年同四半期に比べ1億24百万円の減少となっております。また、成約高は5

億45百万円(前年同四半期比2億70百万円増)、成約残高は8億4百万円(前年同四半期比1億14百万円増)

となり、営業損失は27百万円であります。

　

(2)財政状態の分析

(イ)資産の部

当第１四半期連結会計期間末における総資産は322億52百万円となり、前連結会計年度末と比較して

19億99百万円の減少となりました。主な要因として売上債権の減少等により流動資産が15億26百万円

減少し、投資有価証券評価替え等により固定資産が4億72百万円減少したことによります。

　

(ロ)負債の部

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は163億71百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て15億46百万円の減少となりました。この主な要因は、仕入債務の減少等により流動負債が13億80百万

円減少し、繰延税金負債の減少等により固定負債が1億66百万円減少したことによります。

　

(ハ)純資産の部

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は158億81百万円となり、前連結会計年度末と比較

して4億53百万円の減少となりました。この結果自己資本比率は49.1%となりました。

　

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前年同四半期末

と比較して1億29百万円増加の47億70百万円となりました。内訳につきましては、以下の通りであります。

　

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、増加した資金は4億41百万円(前年同四半期比20億31百万円増)となりました。増加

の主な内訳は、減価償却費61百万円、売上債権の減少額17億1百万円、たな卸資産の減少額1億33百万円

等であり、減少の主な内訳は、賞与引当金の減少額1億96百万円、仕入債務の減少額12億6百万円等であ

ります。

　

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、減少した資金は38百万円(前年同四半期比3億78百万円減)となりました。増加の主

な内訳は、有形固定資産の売却による収入13百万円、貸付金の回収による収入14百万円等であり、減少

の主な内訳は有形固定資産の取得による支出65百万円等であります。
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(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、減少した資金は4億17百万円(前年同四半期比2百万円減)となりました。減少の主な

内訳は短期借入金の返済による支出3億10百万円、配当金の支払額1億3百万円等であります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

該当事項はありません。

　

　

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,678,48628,678,486
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
500株であります。

計 28,678,48628,678,486― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年６月30日 ― 28,678― 3,443 ― 2,655

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   1,812,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  26,648,500 53,297 同上

単元未満株式 普通株式　 　217,986 ― 同上

発行済株式総数 28,678,486― ―

総株主の議決権 ― 53,297 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株、および証券保管振替機構名義株式478株が含まれ

ております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京産業株式会社

東京都千代田区
大手町２－２－１

1,812,000― 1,812,0006.31

計 ― 1,812,000― 1,812,0006.31

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 284 269 257

最低(円) 263 235 236

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、養和監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,661 3,580

受取手形及び売掛金 ※3
 16,989

※3
 18,683

有価証券 1,788 1,901

商品 236 370

その他 2,506 2,174

貸倒引当金 △38 △39

流動資産合計 25,143 26,669

固定資産

有形固定資産 ※1
 3,037

※1
 3,018

無形固定資産 46 49

投資その他の資産

投資有価証券 2,896 3,434

その他 1,587 1,540

貸倒引当金 △458 △461

投資その他の資産合計 4,025 4,513

固定資産合計 7,109 7,581

資産合計 32,252 34,251

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,410 7,415

受託販売未払金 4,926 5,124

短期借入金 1,257 1,570

未払法人税等 43 197

引当金 109 335

その他 3,137 2,622

流動負債合計 15,885 17,265

固定負債

引当金 191 175

その他 293 476

固定負債合計 485 651

負債合計 16,371 17,917
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,443 3,443

資本剰余金 2,655 2,655

利益剰余金 9,856 9,983

自己株式 △534 △534

株主資本合計 15,420 15,547

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 268 594

繰延ヘッジ損益 △5 △5

土地再評価差額金 139 139

評価・換算差額等合計 402 728

少数株主持分 58 57

純資産合計 15,881 16,334

負債純資産合計 32,252 34,251
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 23,852 32,362

売上原価 22,675 31,369

売上総利益 1,177 992

割賦販売未実現利益戻入額 13 6

差引売上総利益 1,190 999

販売費及び一般管理費 ※1
 1,169

※1
 1,050

営業利益又は営業損失（△） 21 △51

営業外収益

受取利息 7 4

受取配当金 87 84

その他 8 7

営業外収益合計 103 96

営業外費用

支払利息 5 4

その他 1 5

営業外費用合計 6 9

経常利益 117 35

特別利益

投資有価証券売却益 3 －

その他 0 －

特別利益合計 4 －

特別損失

固定資産売却損 0 －

ゴルフ会員権評価損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8

その他 － 0

特別損失合計 1 9

税金等調整前四半期純利益 120 26

法人税、住民税及び事業税 4 4

法人税等調整額 55 14

法人税等合計 60 18

少数株主損益調整前四半期純利益 － 7

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4 0

四半期純利益 65 7
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 120 26

減価償却費 64 61

投資有価証券売却損益（△は益） △3 －

有形固定資産売却損益（△は益） 0 －

有形固定資産処分損益（△は益） － 0

ゴルフ会員権評価損 1 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 48 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） △183 △196

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △30

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△174 16

受取利息及び受取配当金 △95 △88

支払利息 5 4

売上債権の増減額（△は増加） △1,704 1,701

たな卸資産の増減額（△は増加） 2 133

リース投資資産の増減額（△は増加） 5 5

仕入債務の増減額（△は減少） 803 △1,206

未払又は未収消費税等の増減額 0 △37

その他 △173 154

小計 △1,331 542

利息及び配当金の受取額 37 33

利息の支払額 △4 △4

法人税等の支払額 △291 △131

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,590 441

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20 －

定期預金の払戻による収入 500 －

有形固定資産の取得による支出 △118 △65

有形固定資産の売却による収入 0 13

無形固定資産の取得による支出 △33 △0

投資有価証券の取得による支出 △19 △0

投資有価証券の売却による収入 22 －

貸付金の回収による収入 7 14

投資活動によるキャッシュ・フロー 339 △38
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △310 △310

長期借入金の返済による支出 △2 △2

リース債務の返済による支出 △0 △0

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △100 △103

財務活動によるキャッシュ・フロー △414 △417

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,665 △18

現金及び現金同等物の期首残高 6,306 4,788

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,641

※1
 4,770
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１　会計方針の変更

　(1)　「持分法に関する会計基準」の適用
当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表

分)を適用しております。
　これにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はございません。

　(2)　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用
当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適
用しております。
　これにより、営業損失が0百万円増加、経常利益が0百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は9百万円減少し
ております。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら
れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を
基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。
　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価
切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ
ております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ
ております。
　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況
に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン
グを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額       
　　  (減損損失累計額含む)       　  　 2,043百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　(減損損失累計額含む)          　  2,035百万円

  ２　  偶発債務
　次の通り銀行借入に対し保証を行っておりま
す。 
 
㈱バイオマスパワーしずくいし 　    43百万円 

  ２　 偶発債務   
　次の通り銀行借入に対し保証を行っておりま
す。 
 
㈱バイオマスパワーしずくいし    　 44百万円

※３　　手形裏書譲渡高　　　　　　　　 　  14百万円 ※３　　手形裏書譲渡高　　　　　　　　 　 10百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自　平成22年４月１日  至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料手当 　               424百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 　      11百万円 

賞与引当金繰入額 　             129百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　 51百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料手当 　               387百万円

退職給付費用　　　　　　　　　　 44百万円

役員退職慰労引当金繰入額 　      16百万円 

賞与引当金繰入額 　             104百万円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)
当第１四半期連結累計期間 

(自　平成22年４月１日  至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,053百万円

有価証券勘定 　
　譲渡性預金 500百万円

　債権信託受益権 1,198百万円

　　　計 5,751百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,110百万円

現金及び現金同等物 4,641百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,661百万円

有価証券勘定 　
　債権信託受益権 1,698百万円

　　　計 5,360百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △590百万円

現金及び現金同等物 4,770百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年６月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,678,486

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,813,432

　

３  新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 134 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める主たる事業の機械、器具、工具等卸売販売業

の割合が、いずれも90%を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90%を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社の報告セグメントは、主に取扱商品別に本社に事業本部を置き、経済的特徴が類似している事業セグ

メントを集約した「電力関連部門」、「化学機械関連部門」、「電子精機関連部門」、「環境・船舶関連部

門」としております。各部門の主な取扱商品は以下の通りであります。

　 　 　

　 セグメント 主　要　取　扱　商　品　・　サ　ー　ビ　ス

　
電　　力
関連部門

発電用タービン、ボイラー、送配電機器等諸設備

　
化学機械
関連部門

化学機械、包装機械、食品機械、工業窯炉、冷熱機器、プラント設備、
工場設備、掘削機械、基礎工事機械

　
電子精機
関連部門

工作機械、精密機械、電子機器、輸送機器

　
環境・船舶
関連部門

上下水道処理プラント、廃棄物処理プラント、シールド、船舶部品、
各種機器

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成 22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
　

電　　力
関連部門

化学機械
関連部門

電子精機
関連部門

環境・船舶
関連部門

計

　 売上高 　 　 　 　 　 　 　

　   外部顧客への売上高 25,3942,806 2,040 1,72831,969 392 32,362

　
  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

　 計 25,3942,806 2,040 1,72831,969 392 32,362

　
セグメント利益又は損失
(△)

70 △57 18 △56 △24 △27 △51

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新事業推進・営業開発関連部門、不動産

賃貸部門であります。

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △24

「その他」の区分の利益 △27

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △51
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４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 588.99円
　

　 　

　 605.83円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間
　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 0.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 65 7

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 65 7

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,870 26,865

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月５日

東京産業株式会社

取締役会  御中

　

養和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    井    正    昭    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    金    子    重    人    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

産業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月４日

東京産業株式会社

取締役会  御中

　

養和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    井    正    昭    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    金    子    重    人    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

産業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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